※括弧内に参照を示しています。ボールド体の部分は残念ながら確証がなく自信薄です。
※まだ後半の重い範囲は授業で扱っていません。しかし、これまでの進度を鑑みると、授業では流すくらいになる恐れがあるので予習的に見ておくことをおすすめします。また、授業内容と試験問題が今のところかなりかけ離れているため、もっと恐ろしいパターンとして、今年から試験の傾向が大きく変わる可能性すらあるということも心に留めておいてください。

１.
行われるのは５年毎であるが、西暦の末尾がゼロの年には大規模調査、末尾が５の年に簡易調査となる。抽出調査との併用ではなく、大規模調査では22、簡易調査では17の項すべてを全数調査する。これは、全数調査のみの国の中では少ないほうである。（P54～55）

平成17年調査では、調査対象である国民の意識の変化により、一部のデータが正確性を欠くといわれる。ひとつは、性同一性障害の問題が世間で騒がれるようになったことから、「男女の別」の項目への回答に不明確なものが多かったこと、もうひとつは、この年の4月1日に個人情報保護法が施行されたことから、特に「所得」「学歴」など答えにくい項目の回答が例年ほど得られなかったことである。（11/6授業ノート）
２.

(１)第一義統計は調査統計とも言われ、ある分析目的のために企画・調査された統計である。それに対して第二義統計は業務統計とも言われ、業務上の記録を統計化するもののことをいう。（P5）

(２)ある特定時点での存在量、つまりストックについての統計を静態統計といい、一定期間内に流れた量、つまりフローについての統計を動態統計という。（P16）
(３)一次統計は基礎統計とも言われ、調査から直接得られる統計である。調査統計と業務統計に分けられる。二次統計は加工統計とも言われ、一次統計に関して何らかの加工が施されたものである。指数統計と社会会計上の統計の2種類が代表的である。（P5～6）
(４)無作為抽出とは、標本調査における単位選定の際、コンピュータなどを用いて抽出者の意志を入れずランダムに抽出することである。他方、有意抽出とは街頭インタビューなどで見られるように、抽出者が恣意的に標本を抽出することである。
３.

合計特殊出生率とは、年齢別出生率に従って女子が子供を生むと仮定して、一人の女子が再生産年齢の間に生む平均的な子供の数を示すため、社会全体としての人口の動きを見る指標として重要である。また、置換水準は2.1であることから考えて、合計特殊出生率が1.25であるという状態は急速に少子社会に向かっていることを意味する。さらに、何らかの政策が採られ状態が改善したとしても効果として現れるのは１世代ほど先となり、それまで人口が減り続けるということになる。
４.

(１)
ラスパイレス価格指数
(240×100＋10×1200)／(200×100＋20×1200)＝9/11＝0.8181...
パーシェ数量指数

(150×240＋1800×10)／(100×240＋1200×10)＝3/2＝1.5
金額指数

(240×150＋10×1800)／(200×100＋20×1200)＝27/22＝1.22727...
ラスパイレス価格指数（物価指数）とパーシェ数量指数を掛けると金額指数と等しくなる。これは、「物価指数と数量指数が同一算式」という前提条件をはずした場合の要素転逆テストの式を満たすことを表している。また、式を変形すると、ラスパイレス物価指数でデフレートした実質値が基準時の名目金額をパーシェ数量指数で延長したものに等しいことを示している。(P 222～230)
(２)ラスパイレス型は基準時点の固定ウェイトを用いるため、長期にわたって価格変動が激しいと現実の消費構造を反映しない場合がある。一方、パーシェ型は比較時点の支出金額ウェイトが必要となるため、比較時点ごとにウェイトを計算しなおさなければならないという計算上の煩雑さがある。(P225、236)
５.
(１)DIが50パーセントを上回った状態が好況であり、下回った状態が不況といわれる。(P266)

(２)景気が上向いていることを意味する。(P266～269)
(３)日本の雇用環境は、正社員の雇用を重んじるため、人員整理は景気変動の中で遅れて出てくるものとなっているため。(www.nomura.co.jp/terms/category/economy/unemployment.html)
景気が変動すると、一般に企業は雇用調整を行うが、雇用調整は通常、残業時間調整等から行われるため、人員の増減という形で雇用にすぐには跳ね返らず、やや時間をおいて完全失業率が変動するから。
(http://www.kansai.meti.go.jp/1-7research/topics/files/200510closeup_roudouryoku.pdf)
※参考P80

６.
A)生産分がすべて販売されることはないが、在庫は「在庫品増加」という項目に計上されるため。(P278)
国内総生産のうちに、基礎統計の相違や推計方法等による不一致を調整するために、「統計上の不突合」として計上される分があるから。(P277～278)
B)国内総支出に海外からの純所得受取を加えたものが国民総支出である。(P278～281)
C)GDEのインプリシット・デフレータ（PE）と呼ばれる。

これを価格指数とみると、パーシェ型であるため、固定基準年方式では基準年から年次が離れるにつれて下方バイアスが生じるという性質がある。(P290～291)
